
はじめに

人手不足が深刻化する中、建設業でも外国人労働
者の受入れが拡大している。1990年代から外国人研
修・技能実習制度（以下、技能実習制度）の下で受入れ
を拡大してきた製造業とは異なり、建設業での受入
れは特に2015年以降に急増したものであり（図表1）、
この10年間のうちに業界一丸となった受入れ体制
を構築してきた。その背景には、2020東京五輪需要
に向けた国土交通省「外国人建設就労者受入事業」
（2015～2020年度時限措置）を契機としたトップダウ
ンの取り組みがあった。
同時期、産業政策においては国内の担い手確保に
向けた様々な施策がなされてきた。社会保険未加入
対策や就労履歴システムの構築、そして担い手3法（品
確法・建設業法・入契法）による処遇改善などである。
海外からの人の流れと国内における技能者施策はこ
れまで必ずしも相互に連携してきたわけではない。
しかし、いずれも構造的問題としての人手不足と深
く関わる領域である。特にコロナ禍以降は、「技能実
習」在留資格から2018年改正入管法（出入国管理及
び難民認定法）で新設された「特定技能」在留資格の
1号（5年間）および2号（更新の上限なし）への移行が
開始されている。加えて2027年には技能実習制度に
替わる新たな育成就労制度の施行が予定されている。
滞在の中長期化をふまえて、産業政策と受入政策は
次第に相互に連関し合うものとして位置づけられる
ようになっている。多様なバックグラウンドを持つ
主体の就労・生活環境をいかに支えるか、ボトムアッ
プを含めた多面的な取り組みが求められている。

受入れの実態と制度変化への対応

2025年の建設業における外国人労働者206,468人
の内訳をみると、技能実習生が約6割（119,868人）、特
定技能が約2割（44,160人）である（図表1）。建設業に
おいては、特定技能の97.2％は技能実習からの移行
ルートであることから¹、約8割を技能実習生および
修了者が占めていることになり、技能実習制度への
依存度が高いことが分かる。
技能実習制度の運用をめぐっては、これまでも様々
な問題が指摘されてきた。厚生労働省の発表によれば、
2024年に労働基準監督機関が監督指導をした実習
実施者の事業所数は11,355事業所であり、そのうち
労働基準関係法令違反事業所数は8,310事業所、違反
率は73.2％であった。最も多いのは「使用する機械等
の安全基準」（労働安全衛生法第20条等）に関する違
反であるが、技能実習生自らが労働基準監督機関に
対して労働基準関係法令違反の是正を求めた申告件
数112件の内訳を見ると、「賃金・割増賃金の不払」（労
働基準法第24条、第37条）が88件、「解雇手続の不備」
（労働基準法第20条）が20件、「最低賃金額未満」（最
低賃金法第4条）が9件となっている²。
技能実習制度は転職が原則不可であったことから、
厳しい労働環境や劣悪な労働条件を原因とした失踪
が起こりやすいとされてきた。2024年時点でも技能
実習生の失踪者数は6,510人に上り、職種別にみると
依然として建設関係が3,297人（50.6％）と最も多い³。
技能実習制度はすでに廃止が決定され、2027年以
降は育成就労制度への移行と特定技能制度との接合
が予定されている。失踪問題への対応は建設業にお
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ける受入れスキームを構築する上での第一義とされ
ている。2019年から開始されている特定技能制度の
分野別運用方針においては、建設業の所管省庁であ
る国土交通省による失踪防止対策が設けられてきた
⁴。建設業の独自の上乗せ規制には、①建設業許可の
取得、②月給制の導入による安定的な賃金の支払い、
③就労履歴システムCCUSへの登録義務化、④受入
人数枠の設定、⑤入管庁との間での失踪技能実習生
に係る情報の共有・連携などが定められており、これ
らはすでに技能実習制度にも適用されている。特定
技能制度の運用は業界単一組織である建設技能人材
機構⁵が中心的に担っており、労働組合との関係でい
えば建設産別である全建総連もJACの正会員として
受入れ手続きに関与している⁶。建設業においては官
民挙げての規制強化が進められてきたと言える。

育成就労制度の分野別方針と課題

技能の移転を通じた国際貢献を目的とする技能実
習制度と異なり、育成就労制度は人手不足分野にお
ける人材の育成・確保を目的としている。また一定の
要件の下で本人意向の転籍が認められる点、特定技
能在留資格への移行に際して技能試験および日本語
能力試験の合格が条件となる点においても技能実習
制度とは異なる特質をもつものである。2025年に開
催された「建設分野の外国人材育成・確保あり方検討
会」（全5回）で議論された建設業の分野別方針にお
いては、転籍制限期間について当面2年と設定され、
その代わりに待遇向上策として建設業の前年の平均

賃金の上昇率以上の昇給率が必要とされた（図表2）。
転籍制限を2年とする理由は、①必要な技能の習得
に相応の時間を有すること、②工事の施工期間が１
年を超えることもあること、③都市部と比べて地方
部の離職者率が高く、地方部における定着を促す必
要があること、④他の産業と比して外国人の労働災
害の発生率が高く、労働安全衛生教育に一定の時間
をかける必要があることなどが挙げられている⁷。同
検討会では、中長期的なキャリアパスについても議
論され、①建設キャリアアップシステム（CCUS）に
よる就業履歴蓄積および、②各専門工事業団体によ
る職種ごとの特性等に応じた「キャリア育成プラン（モ
デル例）」の作成・公表についても素案が示された。こ
れらのことから建設業においては転職の自由化をめ
ぐっては、入職者の定着と企業単位での育成を前提
とした枠組みに重きが置かれていると言える。また制
度運用面においては、JACが支援拡充を担い、日本語
教育・安全衛生教育・地域との協働などにその内容
を広げつつある。
処遇面に目を向ければ、産業政策が取り組んでき
た第三次・担い手３法の採決においては労働組合で
ある全建総連の意見も踏まえた附帯決議が可決され
た。そこには外国人労働者に関わる以下の項目、「十一　
外国人労働者も含めた建設業に従事するすべての労
働者の賃金水準が適正なものとなるよう努め、建設
業における外国人労働者の増加が、業界全体の賃金
水準の底上げに影響を及ぼさないようにすること」
が含まれている。しかし厚生労働省「令和6年度賃金
構造基本統計調査」から外国人労働者の産業別の「決

図表１　建設業における外国人労働者数の推移（在留資格別）

出所：�厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況」数値を基に作成。但し、特定技能は出入国在留管理庁公表数値、
外国人建設就労者（2015～2019年度）は国土交通省「建設分野における外国人材の受入状況」掲載を参照。
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まって支給する現金給与額」を見ると、産業全体、建
設業、製造業といずれにおいても、日本人労働者と比
べて外国人労働者の給与額は低い。建設業においては、
「日本人含む計」の38万3,900円に対し、「外国人労働
者計」は24万8,200円と月額で13万5,700円の格差が
みられる。在留資格区分別にみると、低い方から「技
能実習」の21万6,700円、「特定技能」の25万8,800円、
「専門的・技術的分野（特定技能を除く）」の28万6,000
円の順となっている（図表3）。前年と比較すると特
に特定技能の賃金が大きく増加する一方で、技能実
習との賃金格差が広がった。
その他にも、特定技能への在留資格変更の際に必
須要件となる日本語能力試験・技能試験等をめぐる
対応、特定技能2号資格において認められる家族帯
同をめぐる対応など、受入れの現場では制度の更な
る変容を目の前にして、すでに様々な課題が指摘さ
れるようになっている。特に、技能や語学の資格試験
の合格に向けた支援に関しては、個別の事業主や現
場OJTのみでは十分に対応できない状況がある。小
規模な事業主であればあるほど、外国人労働者本人
が現場での熟練技能を習得して継続的な就労・滞在
を望んでいるにもかかわらず、その機会が保障され
ない状況も生まれている。産業全体の課題でもある
技能習得と結びついた処遇改善の仕組みづくりに外
国人労働者をいかに包摂していくことができるのか、
正に喫緊の課題として問われている。

諸外国からみた日本の受入れの特徴

Frangi and Bosch(2024)は、建設業における移民労
働者の包摂をめぐって国際比較研究を踏まえた産業
特性分析を行っており、以下の分析概念を用いている。
第一に、職への従事期間（tenure）である。生産にお
ける機械化やアウトソーシングに限界のある建設業
では、一般的に時間経過は技能習得のあり方と密接
にかかわっている。建設職への従事が長期的になる場
合、技能や能力の習得は年齢による肉体的な能力の
減少を相殺し、エンプロイアビリティ（employability）
を高めることで企業内や職種内での自らの交渉力を
強化する作用を発揮する。例えば、第二次大戦後の南
欧から北欧・中欧への移民労働者の多くは長期的に
建設職に従事し、建設労働市場と受入れ社会に退職
まで包摂される傾向にあったという。一方で、短期的
従事にとどまる移民労働者も多い。欧州では建設分
野は常に入職が容易であり、その反面、入職しても肉
体的な負担がより少ない職が見つかればすぐ退出す
る傾向がみられる。滞在資格の制限のために短期で

離れざるを得ない労働者もいることからも常に労働
需要が発生している。この従事期間のもつ対極性ゆ
えに、建設職はキャリア機会を求める者にとっては
OJTの機会が開かれている分野であり続けていると
いう。加えて、近年では断続的な従事形態が広がりつ
つあることも指摘されている。典型的な例として、西
欧諸国における東欧からの越境的派遣労働者（posted 
workers）が挙げられる。彼らは個人ではなくチーム
を単位とした採用を通じて、プロジェクトベースで
出身国から多様な建設現場に頻繁に移動を繰り返し、
受入れ社会との繋がりも希薄である。越境的派遣労
働者をめぐるソーシャルダンピングに対しては、EU
レベルでの労働者保護規制の取り組みがみられるよ
うになっている⁸。
第二に、キャリアパス（career trajectory）を左右す

る職タスク・役割（雇用上の地位）・収入のあり方であ
る。実際に職場でどのような仕事内容を担っている
のか、被雇用者・自営業者・雇用主いずれの側にいる
のか、そしてどれぐらい稼げるのか。移民労働者にとっ
て技能習得やそれを通じた起業の可能性は職にとど
まる要因の一つとなっているが、近年では偽装的な
自営業者の存在やインフォーマルな取引形態の広が
りが指摘されており、必ずしも雇用上の地位と安定
的な収入が結びついているとは限らない。ミクロレ
ベルの要因としては移動経路（地理的距離、文化的・
言語的距離、移動に関わる法的障壁の大小およびコ
スト）、メゾレベルの要因としては企業特性（特に企
業規模と下請次層）、制度的要因としては国家による
技能や品質に関する規制のあり方、そしてソーシャ
ルパートナーとしての集団交渉のあり方や建設労働
者の組織化のあり方など、多様な要因が移民のキャ
リア形成に関わっている。
これらの複合的な視角を参照しながら日本の事例
を見ると、どのような特徴が指摘できるだろうか。
第一に、従事期間については日本の建設業におけ
る受入れ体制は、個別企業による雇用の継続を基礎
としながら、試験等による段階的な選別と在留資格
変更を通じて短期的従事形態と長期的従事形態の双
方を管理していくしくみであると言える。技能実習
制度は最大5年での帰国を前提としているが、建設
分野では「外国人建設就労者受入事業」（2015～2020
年度）の際にすでに滞在の延長や修了者の再入国措
置を経験しており、2019年以降の特定技能1号・2号
への移行も他の分野に先駆けて進められてきた。す
でに、外国人労働者は周辺的な労働力という位置づ
けから中核的な技能者へと変容している。
第二に、キャリアパスを左右する要因はどうだろ
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うか。日本では雇用上の地位については、技能実習・
特定技能・育成就労制度いずれも社会保障によって
カバーされる正社員としての雇用を前提としている。
そのため、日本人のような個人請負形態での半ばイ
ンフォーマルな取引形態、あるいは一人親方や事業
主としての独立的起業に対しては制度上の障壁が存
在する。その意味では、フォーマルな制度に包摂され
る傾向にあるといえるが、失踪などによるインフォー
マル領域への編入や就労制限のない在留資格の下で
の働き方についてはその広がりや多様な実態が十分
に把握されているとは言えない状況もある。また、ミ
クロレベルの要因として挙げられている移動経路に
ついては、現時点では東南アジア諸国などからの移
動が多く、技能実習制度の下では、リクルート段階か
ら現地との越境的制度構築の下で日本語教育プログ
ラムが確立されてきた。他方で、メゾレベルの要因と
して挙げられている企業特性については、外国人建

設就労者の大多数が建設業の重層下請け制度の下で
の一次・二次下請け以下の中小企業に雇用されており、
中長期的なキャリア形成をいかに支援するかという
点では個々の企業の取り組みに依存するだけではな
い集団的な取り組みが求められているところである。
諸外国と比べると日本の建設業では、ソーシャルパー
トナーとしての集団交渉機構の不在も大きく、労働
組合による組織化のあり方も今後の展望を考える上
で欠かせない視点である。

労働組合の役割と課題

日本の労働組合運動における外国人労働者に対す
る取り組みは、主流である企業別労働組合によるも
のというよりも、1990年代以降の個人加盟ユニオン
やNPOなどの地域組織を中心とした個別の事例が
先行してきた。これらの個別組織がネットワーク化

図表２　育成就労制度における分野別方針（建設分野）

出所：�国土交通省、2025、「建設分野の外国人材育成・確保あり方検討会　取りまとめ参考資料」（令和7年11月）、p1より抜粋。

図表３　外国人労働者の在留資格別・産業別、決まって支給する現金給与額（令和 6 年）

出所：厚生労働省「令和6年度賃金構造基本統計調査」数値より作成。
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し市民運動などとの連携の下で次第に政治的影響力
を持つようになり、「移住労働者と連帯する全国ネッ
トワーク」などの代表的組織を中心に、国際規範を用
いた移住労働者の権利擁護などが省庁交渉などを通
じて進められてきた経緯がある。人権擁護の観点は
技能実習制度の見直し議論にも影響を与え、しだい
に主流の労働運動やナショナルセンターによる支援
の動きなども見られるようになっている。また労働
問題・人権問題に対する「駆け込み型」の問題解決だ
けでなく、労働者自身が主体となった組織化の事例
も見られる⁹。これら下からの保護・組織化の動きは、
技能実習制度などの構造的問題がもたらす様々な問
題解決におけるセーフティネットとして大きな役割
を担ってきた。
一方、産別の労働組合運動との関係では、建設業の
場合は全建総連傘下の組合において多国籍組合員の
数が継続して増加傾向にあることが指摘できる。こ
れらの外国籍の組合員の多くは、社会保険制度を媒
介として労働組合に加入しており、労働組合運動の
中に主体として参画しているとはいいがたい。しかし、
外国籍組合員の量的拡大の下で、個別の要求や実態
の把握などを取り組みの中に位置づける組織も出て
きている¹⁰。全建総連は産業政策の運営に参与する
産別組織であり、様々な産業課題の中に外国人労働
者の包摂の課題をいかに位置づけていくのかについ
て、多面的な議論が待たれる。
Marinoら（2024）は、移民労働者の包摂に向けた既

存の労働組合の姿勢には、「同等待遇アプローチ（an 
equal treatment approach）」と「オルタナティブな特
別待遇アプローチ（the alternative ‘special treatment’ 
approach）」があると指摘している。前者は同じ労働
者階級としての同等な要求のみに焦点を当てるもの
であり、ジェンダーやエスニシティなど複合的な属
性の差異がもたらす問題を重視しないやり方である。
後者は移民労働者に特有の要求や課題に対して積極
的に取り組む姿勢であり、時には滞在資格を持たな
い移民労働者へのアウトリーチや市民権擁護といっ
たイシューも取り上げながら、組織内のリーダーシッ
プの変化を伴うこともあるという。日本ではまだ労
働組合運動の主流な取り組みに移民労働者の包摂が
位置づけられていない段階であるが、組織力・交渉力
の再構築において何を組織化論理の軸に据えるのか、
今後の様々な実践の中でユニオンアイデンティティ
の再考と共に問われていくだろう。
建設業はいずれの地域においても曖昧でインフォー
マルな領域の拡大と移動性の増大を同時に経験して
いる。産業特性としての技能習得を基盤としたキャ

リアパスを踏まえながら、労働組合を含む多様な主
体が移動する人びとの多様な文脈に沿った取り組み
を実施していくことを期待したい。

【注】

１　�出入国在留管理庁「特定技能在留外国人数」、第７表「（建設分野）
国籍・地域別　試験ルート・技能実習ルート別　特定技能１号
在留外国人数」参照。

２　�厚生労働省「技能実習生の実習実施者に対する監督指導、送検
等の状況（令和6年）」参照。尚、申告事項が2つ以上の場合も含む
ため、申告件数と申告事項件数の合計は一致しない。

３　�出入国在留管理庁「技能実習生の失踪者数の推移」参照。尚、技
能実習の職種別在留者数における建設関係の割合は23.3％で、
失踪者数の職種別在留者数との比較でも「建設関係」の割合が
高い。

４　�建設分野における特定技能制度の受入れスキームの詳細につ
いては、別稿（惠羅2025a）を参照のこと。

５　�一般社団法人建設技能人材機構（Japan Association for 
Construction Human Resources: 以下、JAC）は、2019年4月1日
の特定技能制度施行の時点ですでに業界団体などにより設立
され、制度運用団体として始動している。建設業において特定
技能外国人の受け入れを希望する企業は、JAC の正会員である
専門建設業者団体に加入するか（団体会費を負担、JAC 会費無
料）、JAC に賛助会員として直接加入する必要がある（JAC 会費
24 万円／年）。

６　�全国建設労働組合総連合（全建総連）は、特定技能外国人の受入
れに際して2025年7月時点で45県連・組合、1,080事業所・2,167
人の証明書を発行している（全健総連2025：3）。

７　�国土交通省、「建設分野の外国人材育成・確保あり方検討会　取
りまとめ本文」（令和7年11月）参照。

８　�EUにおける越境的労働者派遣とソーシャル・ダンピング対策
については別稿（惠羅2025b）を参照のこと。

9　 �日本における労働組合による外国人労働者の保護・組織化の経
緯については、別稿（惠羅2023）を参照のこと。

10　�例えば、東京土建一般労働組合では、受入れ事業所訪問などを
通じて、事業所との信頼を深める取り組みを実施しており、事
業主要求の聞き取りなどの段階を経たうえで2027年度までに
組合の取り組みに外国人労働者の参加を促すことが目指され
ている（東京土建一般労働組合2025：123）。
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